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2020 年 7 月 16 日 

新型コロナウイルス感染症(COVID-19)に関する偽情報、誤情報は、インタ

ーネット上で急速に広範囲に拡散され、多くの人々に影響を及ぼす可能性

がある。本稿では、政府及びプラットフォームが COVID-19 の偽情報と闘

うために採るべき 4 つの主な行動を明らかにしている。1) 独立した事実確

認機関の多様性を支援する；2) 技術的解決策を補完するモデレーターを配

置する；3) COVID-19 の偽情報について透明性レポート(transparency 
report)を自発的に発行する；4) 利用者のメディア、デジタル、健康に関す

る理解力を向上させる。 

オンライン・プラットフォームに

おける新型コロナウイルス感染症

の偽情報との闘い 

http://www.oecd.org/coronavirus/en/
http://www.oecd.org/coronavirus/jp/
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主な問題点 

• COVID-19 のパンデミックが続く中、多くの国々は封じ込め措置を緩和した結果、人々の安全

と健康を守り「第二波」を防ぐ方法に焦点を当てるようになった。この取り組みの主な側面

は、健康に関わる情報を正確にタイムリーに届けることである。 
• 過去 6カ月間に、COVID-19に関する偽情報（害を及ぼすために故意に拡散される誤った、また

は誤解を招く情報）が急速かつ広範囲にインターネットを介して安価に拡散し、人々の命を脅

かしたり回復を妨害したりしている。新しい有効な治療法とワクチンが手に入れば、偽情報

は、COVID-19 のパンデミックを乗り越えようとする各国の取り組みをさらに脅かす可能性が

ある。 
• オンライン・プラットフォームはこの偽情報の主な経路だが、これらは偽情報の拡散を制限

する上でも重要な役割を果たす。多くのオンライン・プラットフォームはパンデミック期

に、独立した事実確認機関や自動コンテンツ・モデレーション技術への支援と依存を高める

など大胆な行動を取り、COVID-19に関する誤った誤解を招く有害なコンテンツを発見、削除

し、場合によっては反撃する取り組みを強化している。プラットフォームの中には、医療用

マスクや人工呼吸器の広告を禁止したところもある。 
• プラットフォームに"re-openings"の成功を支援する慣行を継続的に拡大しつつ、ユーザーのプ

ライバシーの権利と表現の自由を守るように奨励すべきである。後者の懸念については、文脈

のニュアンスに注意を払う必要があるが、これはアルゴリズムには非常に難しい。したがっ

て、自動アプローチを補完するモデレーター（訳注：オンライン上のフォーラムの議論を管理

する人）をもっと増やす必要がある。 
• オンライン・プラットフォームは、COVID-19に関する正確な情報を広めるための主な経路で

もあるが、正確な情報を入手できるようにする取り組みにおいても、偽情報に対処する上で

も、プラットフォームが単独で行動することを期待すべきではない。企業、政府、国内外の

保健機関、市民社会の間の協力、協調が不可欠である。 
• 人々は、オンラインで目にする COVID-19 関連のコンテンツを理解し、その正確さと信頼性を

評価する方法を知り、事実と意見や噂、うそとを区別できるようになるために、デジタルと健

康についての理解力を身につける必要がある。 
• COVID-19の偽情報に対処するためにオンライン・プラットフォームが行っている実践と協力

は、透明性を高めるための将来的な行動を含め、他の形態の偽情報に対処するための強い基

礎を築く。 

COVID-19 危機の発端は、パンデミックと「インフォデミック(infodemic)」である 

新型コロナウイルス感染症(COVID-19)のパンデミックが続けば、関連する新情報の量も増え続け、いわ

ゆる「インフォデミック」の状態になる。誤情報（だます意図の有無にかかわらず誤った情報を拡散す

ること）、偽情報（だます意図を持って誤った、または誤解を招く情報を計画的に拡散すること）の問

題が広く調査、議論される一方で、COVID-19 はこの重要な政策分野の問題と影響を浮き彫りにした。 

COVID-19 に関する偽情報、誤情報は、インターネット上で急速に広範囲に拡散され、多くの人々に影

響を及ぼしうる。情報源は一つではなく、複数の関係者が様々な動機で偽情報を作成、拡散させて自分

たちの目的を遂げようとする。例えば、オンライン・プラットフォームを使って陰謀説を流したり、

COVID-19 はある国が作った生物兵器だ、党派的な偽物だ、5G テクノロジーの産物だ、あるいは人々を

改造する巨大な計画の一部だなどと主張したりする人々がいる。また、希釈した漂白剤を飲む、バナナ

を食べる、電気製品のスイッチを切ると治るというデマを流す人々もいる。さらに、COVID-19 パンデ

http://www.oecd.org/coronavirus/jp/
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ミックに便乗して、例えば検査キット、マスク、予防または治癒力に関するデマをもとに治療薬を販売

して利益を上げようとする人々もいる。 

COVID-19 についての偽情報の有害な影響を、誇大視することはできない。アルゼンチン、ドイツ、韓国、

スペイン、英国、米国のデータによると、3 人に 1 人が COVID-19 関連の誤った、または誤解を招く情報

をソーシャルメディア上で見たことがあると答えている。また、COVID-19 の偽情報は、世界保健機関

(WHO)やアメリカ疾病管理予防センターのような信頼すべき情報筋からの情報よりも遥かに広く流布し

ているという調査結果もある。偽情報、誤情報が拡散すると、人々が公式の情報源とデータを疑問視し、

偽の治療法を試そうとするため、命に関わる在宅治療、ソーシャルディスタンシングやロックダウンの

規則の無視、マスクを着用しないといった行動につながり、封じ込め戦略の効果が損なわれる。  

しかし、偽情報の有害な影響は、公衆衛生上の懸念にとどまらない。例えば、英国では、5Gタワーから

発せられる電波を浴びると COVID-19 に罹りやすくなるというデマで、通信機器や設備に対する放火や

破壊行為が 30 件以上、通信技師に対する嫌がらせが約 80 件発生した。オランダでも同様の破壊行為が

15 件記録されている。同様に、オーストラリア、EU、米国でも、マイノリティをパンデミックの元凶

にでっち上げる偽情報が広がり、少数民族に対する敵意が高まり、「コロナ人種差別(coronaracism)」
とも呼ぶべき差別や暴力事件が引き起こされている。 

COVID-19 の偽情報がどのように広がるかを理解することは、有効な対策を採るため

に不可欠 

情報、ニュース、コンテンツに、インターネット上のニュース集約サイトやソーシャルメディア・プラ

ットフォーム、ビデオ共有プラットフォームなどからアクセスする人が増えている。オンライン・プラ

ットフォームは、テレビニュースや新聞のような従来型のメディアと異なり、ユーザーの過去のオンラ

イン上の行動、ソーシャルコネクション、位置情報などに関するデータを利用してコンテンツを自動的

に個人仕様にする。注意を引きやすい扇動的なコンテンツの見出しは、最も情報に通じたインターネッ

ト・ユーザーでさえ引きつけられる可能性があり、複数の調査から、そうした見出しの方がユーザーが

反応しやすいことがわかっている。その結果、コンテンツを個人仕様にするアルゴリズムが、偽情報に

基づいて人々に同じまたは類似のコンテンツや広告を繰り返し見せる可能性がある。さらに、一部のプ

ラットフォームはニュースコンテンツと併せてニュースではない広告やユーザーが作ったコンテンツを

表示する。そうすると、ユーザーには信頼できるニュースを区別することが難しくなる。偽の誤解を招

く情報を削除するか強調しないようにするか、またはその拡散を制限する措置を採らなければ、そうし

た情報は素早く拡散される可能性がある。 

もう 1 つの重視すべき事項は、様々な偽情報源が及ぼす影響の度合いである。COVID-19 の偽情報は、

政治家、著名人、その他の重要人物からトップダウンで広がる場合もあれば、一般人からボトムアップ

で広がる場合もある。しかし、この二種類の情報源の影響力は大きく異なる。実証研究によると、トッ

プダウンで流布する偽情報は、COVID-19 に関する全ての誤った主張の 20％を占めるに過ぎないが、ソ

ーシャルメディアの反応の 69％を引き起こす。それに対して、ソーシャルメディア上の COVID-19 の偽

情報の大半は一般のユーザーが作っているが、これらの投稿のほとんどに対する反応は非常に少ない。

したがって、影響力がある著名人は、COVID-19 に関する偽情報やデマ対策において、より大きな責任

を負っている。 

オンライン・プラットフォームによる COVID-19 の偽情報対策 

科学者と政府が治療法とワクチンの開発に取り組んでいる時に重要なことは、オンライン・プラットフ

ォーム、政府、国内外の保健機関が協力して COVID-19 に関する誤った、誤解を招く情報の拡散を抑え

ることである。 

プラットフォームの中には、ユーザーが COVID-19 についての情報を検索すると公式の情報源に導いた

り、医療用マスクや人工呼吸器の広告を禁止したり、COVID-19 関連の誤った誤解を招く有害なコンテ

http://www.oecd.org/coronavirus/en/
https://reutersinstitute.politics.ox.ac.uk/sites/default/files/2020-04/Navigating%20the%20Coronavirus%20Infodemic%20FINAL.pdf
https://www.statnews.com/2020/02/28/websites-spreading-coronavirus-misinformation-infodemic/
https://www.nytimes.com/2020/04/10/technology/coronavirus-5g-uk.html
https://www.theguardian.com/commentisfree/2020/feb/28/sensationalist-media-is-exacerbating-racist-coronavirus-fears-we-need-to-combat-it
http://www.webfoundation.org/2017/03/web-turns-28-letter/
http://www.webfoundation.org/2017/03/web-turns-28-letter/
https://reutersinstitute.politics.ox.ac.uk/types-sources-and-claims-covid-19-misinformation
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ンツを探索、削除する取り組み−オンラインショップの停止、COVID-19 を予防または治癒する製品とい

う偽の主張をする一覧の削除−を強化するといった、重要な措置を採っているところもある。さらに、

Facebook、Google、LinkedIn、Microsoft、Reddit、Twitter、YouTube は合同で、COVID-19 の虚偽情報

と闘うために政府の保健当局と協力するという声明を出した。一般に、プラットフォームと公的保健機

関との協力方法には、主に下記の 3 種類がある。 

• 信頼すべき情報筋が発するコンテンツを優先して目立つようにする。Facebook、Instagram、

TikTok、Pinterestなどのプラットフォームは、COVID-19についての情報検索及びそれに関連する

ハッシュタグに対して、ユーザーを WHO が発信する情報に導いている。同様に、Google は、

「コロナウイルス」で検索している人々を WHO からのニュースその他のコンテンツに導く

COVID-19 のマイクロサイトと「SOS アラート」を立ち上げた。YouTube は、公的保健機関のビ

デオをホームページに掲載し、COVID-19関連情報の検索に対して信頼できる情報源からのコンテ

ンツを目立つようにしている。Twitter は、COVID-19 のページに信頼できる情報源からの最新情

報を掲載し、ユーザーのタイムラインのトップに表示している。Snapchat も、WHO と組んで、

ウイルス拡散を防ぐ方法について記したフィルターとステッカーを作っている。 
• 事実調査員や保健当局と協力して、偽情報に警告を与え削除する。Facebook は第三者の調査員

と協力して、COVID-19 関連のデマを暴き、そのコンテンツが誤りであることを示すラベルを付

け、そのコンテンツを共有しようとする人々に誤りと認定されていることを告知している。

Facebook は International Fact-Checking Network (IFCN)と組んで、事実確認の能力を高めるため

の 100 万ドル助成プログラムを立ち上げ、公的保健機関が警告を与えたコンテンツ、例えば、漂

白剤を飲むとコロナウイルスが治るといった「誤った治療法、予防法に関わる主張」や、保健情

報源を混乱させる主張を削除している。同様に、Google はコロナウイルス専門の調査員に 650 万

米ドルの寄付をしたという報告がある。さらに、Twitter は、プラットフォーム上の有害の定義を

拡大し、国際的及び各地の信頼できる公的保健情報源からの指導に反するコンテンツに直接対処

している。 
• 保健当局が無料で広告を出せるようにする。Facebook、Twitter、Google は、WHO と各国保健

当局が COVID-19 関連の重要情報を広めるのを手助けするために、無料広告を出せるようにして

いる。 

COVID-19 の偽情報問題を完全かつ恒久的に解決する簡単な方法はない 

上述のイニシアチブは、COVID-19 に関する正確で信頼できる情報へのアクセスを促進し、命を救う可

能性があるため、重要である。しかし、そこまでである。最近の二つの動向から、COVID-19 の偽情報

危機は容易には解決しないことがわかっている。 

• 自動モデレーティング技術への依存。パンデミックとロックダウン措置の結果、Facebook、
Google、Twitter といったオンライン・プラットフォームでは、不適切なコンテンツに警告を発

し削除するモデレーターが不足し、その結果、自動モデレーティング技術への依存度が高まって

いる。しかし、こうした技術で、全ての偽情報を捉えられるわけではない。さらに、現行のコミ

ュニケーション法制では、コンテンツ・モデレーターとして行動することが、プラットフォーム

にとって法的意味合いを持つ場合がある。（注 1）したがって、重大な誤解を招く主張やデマを

見逃す可能性を減らすために、自動化技術は慎重過ぎるぐらい慎重にプログラム化されている傾

向がある。それが、誤判定のリスクを高める。そのため、YouTube は自動モデレーション・シ

ステムへの依存が高まった結果、「ユーザーもクリエーターも、YouTube の方針に反しないも

のを含め、ビデオが削除されるケースが増えたと感じている」と述べている。実際、自動監視シ

ステムが信頼できる情報源からの COVID-19 関連コンテンツを SPAM と警告するケースがいく

つも報告されている。つまり、適切な人の目による監視がないコンテンツ・モデレーションが、

COVID-19 の偽情報を隠すために COVID-19 関連の信頼できる情報の入手、アクセス可能性を制

限してしまうリスクがあるということである。さらに、透明性、説明責任、適正手続きがなけれ

http://www.oecd.org/coronavirus/jp/
https://twitter.com/fbnewsroom/status/1239703497479614466/photo/1
https://www.google.com/covid19/
https://twitter.com/i/events/1219057585707315201
https://about.fb.com/news/2020/05/coronavirus/#joint-statement
https://www.journalism.co.uk/news/google-gives-6-5-million-to-fact-checkers-focusing-on-coronavirus/s2/a753952/
https://blog.twitter.com/en_us/topics/company/2020/An-update-on-our-continuity-strategy-during-COVID-19.html
https://www.disinfo.eu/resources/covid-19/platforms-responses-to-covid-19-mis-and-disinformation
https://www.disinfo.eu/resources/covid-19/platforms-responses-to-covid-19-mis-and-disinformation
https://youtube-creators.googleblog.com/2020/03/protecting-our-extended-workforce-and.html
https://www.wired.co.uk/article/coronavirus-facts-moderators-facebook-youtube
https://www.wired.co.uk/article/coronavirus-facts-moderators-facebook-youtube
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ば、自動コンテンツ・モデレーションは言論の自由に萎縮効果を及ぼす可能性が高まり、インフ

ォデミックをさらに複雑にする可能性がある。 
• 危機を悪用する広告の禁止。Facebook と Instagram は、マスク、手指消毒剤、除菌シート、

COVID-19 検査キットの広告や商品一覧だけでなく、治療効果を保証したり、COVID-19 への感染

を防ぐことを示唆したりする製品の広告を禁止した。Twitter は、不適切なコンテンツに関するポ

リシーの下、比較可能な措置を実施した。同様に、Googleと YouTubeも、広告を含めパンデミッ

クで儲けようとするあらゆるコンテンツを禁止し、それに基づいて個人防護具の広告も禁止した。

こうした措置は、COVID-19関連の偽の製品を売ろうとする悪徳業者を摘発し、便乗値上げから消

費者を守るが、わずかではあるが人々がオンラインで衛生製品を購入するのを難しくする可能性

がある。いずれにせよ、ユーザーの表現の自由やプライバシー権を侵害することなく偽情報、誤

情報を根絶することは難しい。さらに、一部のオンライン・プラットフォームとコンテンツ制作

者は、プラットフォームのモデレーターの監視をかいくぐって誤解を招く誤ったコンテンツ上に

表示される広告で利益を上げている。例えば、Tech Transparency Project（訳注：米国の IT 業界

監視団体）は、治療や予防効果を保証した誤解を招くいくつものコロナウイルス関連ビデオに

様々な広告主の広告が掲載されているのを主要なビデオ共有プラットフォーム上で発見しており、

EUvsDiSiNFO（訳注：欧州対外行動庁（EEAS）が運営する偽情報検証サイト）は、最近、「主

要なプラットフォームは、例えば移民をウイルスの原因だと述べたり、偽の治療法を宣伝したり、

ウイルスに関する陰謀を広めたりするページ上にオンライン広告を掲載することで、パンデミッ

クに関する偽情報及び有害コンテンツから引き続き収益を得ている」と結論を出した。さらに、

EU DisinfoLab（訳注：EU に対する偽情報キャンペーンに対処する非営利団体）は、いくつかの

ソーシャルメディア・プラットフォームで実験を行った結果、「陰謀説を掲載したコンテンツを

暴くモデレーションのプロセスは遅く、プラットフォーム間で一貫性がない」と結論を出した。 

より実効性があり長期的な解決に向けて必要とされる最初のステップは、証拠を体系的に集めることで

ある。閲覧された COVID-19 の偽情報と、プラットフォームがそれを発見、モデレートする方法につい

て、オンライン・プラットフォームから定期的に情報提供を受けることで、研究者、政策当局、そして

プラットフォーム自身が改善方法を見出すことができる。欧州委員会は最近、プラットフォームに自発

的にそのような透明性レポートを毎月公表するよう求めた。それが要件となれば、そして特にそれが他

の国にも広がれば、国際的で多角的な利害関係者間のタイムリーな協力、協調ができ、非効率と無駄な

コストの削減に効果を発揮するだろう。さらに、企業間、各国間で共通のアプローチが取れれば、世界

的にプラットフォーム間の比較が可能になる。OECD は、この種のプロジェクトにとっては理想的なフ

ォーラムで、すでにテロリストや暴力的過激主義者のオンライン・コンテンツに関して自発的な報告の

取り組みを主導している。 

改善には、調査と事実確認への投資を増やし能力を向上させることで、監視役を務めるオンライン・プ

ラットフォームを含める必要がある。その中には、調査員の増加、外部の複数の調査機関への支援の増

強、自動コンテンツモデレーションシステムの開発継続、質の良い信頼できるコンテンツの重視などが

含まれる。このシナリオでは、誤解を招く偽情報は今後もアップロードされるが、その流布のスピード

と範囲は大幅に削減されるだろう。 

しかし、プラットフォームだけで取り組むことはできない。政府、公的保健機関、国際機関、市民団体、

メディア組織、テクノロジー企業が力を合わせて、偽情報と闘わなければならない。その対策には、

人々のメディア、デジタル、医療に関する理解力を向上させるための協力も含まれる。ユーザーが自分

が読んでいるコンテンツの情報源、執筆者、資金提供者を正確に特定し、なぜ今見ている情報が表示さ

れるのかを理解できれば、彼らは誤解を招く主張やデマを信じたり操られたりする可能性が低くなるだ

ろう。 

主要な政策勧告 

COVID-19 の偽情報の拡散問題は複雑で、オンラインプラットフォーム、政府、各国保健機関、国際的

な保健機関の間の協力、協調、信頼と、注意深く均衡が取られた措置が必要である。いくつもの対策が

http://www.oecd.org/coronavirus/en/
https://about.fb.com/news/2020/04/coronavirus/#exploitative-tactics
https://business.twitter.com/en/help/ads-policies/prohibited-content-policies/inappropriate-content.html
https://support.google.com/google-ads/answer/9811449
https://www.techtransparencyproject.org/articles/google-paying-creators-of-misleading-coronavirus-videos
https://euvsdisinfo.eu/eeas-special-report-update-short-assessment-of-narratives-and-disinformation-around-the-covid-19-pandemic/
https://www.disinfo.eu/publications/coronavirus-and-5g-a-case-study-of-platforms-content-moderation-of-conspiracy-theories
https://ec.europa.eu/info/live-work-travel-eu/health/coronavirus-response/fighting-disinformation/tackling-coronavirus-disinformation_en
https://www.pm.gov.au/media/more-action-prevent-online-terror
https://www.theverge.com/2020/3/17/21183341/facebook-misinformation-report-nathalie-marechal
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すでに取られているが、更なる措置を採る余地がある。下記の検討事項は、利害関係者を、COVID-19
の偽情報に対するこれまで以上に有効な解決策に導くためのものである。 

独立した事実確認機関の多様性を支援する。コロナウイルスに関する偽情報に接すると、人々は、政府

や医師、科学者、国内外の保健機関の行動、提言、能力を疑問視するようになる。偽情報は、そうした

政府や専門機関への信頼を損ねるため、誤解を招く情報を暴き、否定する能力をも損ねることになる。

そうした偽情報の中には、そもそもそうした機関について否定的なイメージを植え付ける情報も含まれ

る。独立した事実確認機関は、バイアスのかかっていない情報分析を提供できると同時に、オンライ

ン・プラットフォームが誤解を招く偽情報のコンテンツを特定する手助けをし、政府や国際的な保健機

関は人々の信頼を確保するために調査機関を支援しその分析に頼ることができる。Facebook その他の

プラットフォームが事実確認機関への依存を高め、資金援助を行っていることは、他のテクノロジー企

業だけでなく公的機関も見習うべき例である。プラットフォームは、二つ以上の独立した事実確認機関

の審査を通り信頼できる情報という認証を得たコンテンツにラベルを付けることもできるだろう。その

ような信頼マークは、電子商取引のコンテンツにおける消費者の信頼を高める上で有効であることがわ

かっており、COVID-19 関連のオンライン情報の信頼度を高める上でも有益なツールになるだろう。 

技術的解決策を補完するモデレーターを配置する。自動監視システムは COVID-19 の偽情報を発見、削

除するための重要なツールだが、コンテンツ・モデレーションに、特にニュアンスに関する決定がより

多く求められる場合には、人間の介在も必要である。これは、特にパンデミック期には容易に解決でき

ない複雑な問題である。コンテンツ・モデレーターをあまりに早く職場復帰させることは、受け入れが

たい健康リスクとなり、また彼らを在宅勤務させるとプライバシーや守秘義務の懸念を高めることにな

るからである。それでも、オンライン・プラットフォームは、求められるコンテンツ・モデレーション

のための労働力を利用する代替策を見つけなければならない。適切な資源を持つプラットフォームなら、

より多くのモデレーターを常勤社員として雇うこともできるだろう。 

COVID-19 の偽情報について透明性レポートを自発的に発行する。オンライン・プラットフォームから

COVID-19 の偽情報の性質と流布状況と、プラットフォームが採った対策に関して、官民双方の関係者

が定期的な更新情報を受け取ることができれば、より良い、より多くの実証に基づくアプローチを採る

ことができる。もし複数の政府がそのような報告を必要とするならば、複数の利害関係者のプロセスを

通じて国際的な協力と調整を行って、報告基準にばらつきが出るのを避ける必要がある。報告基準がバ

ラバラになると、コストがかかり世界全体のプラットフォーム間の比較が複雑化しかねないからである。 

ユーザーのメディア、デジタル、健康に関する理解力を向上させる。人々は、オンラインで見ているコ

ンテンツを安全かつ能力を持って閲覧、納得し、なぜそれが表示されるのかを理解するスキルを必要と

している。その中には、自分がアクセスしているコンテンツの正確さと信頼性を評価する方法や、実際

のニュースを意見やデマと区別する方法を知ることも含まれる。そのためには、健康に関する知識を向

上させる取り組みと同じように、プラットフォーム、メディア組織、政府、教育者間の協力が不可欠で

ある。COVID-19 の偽情報危機の最中にメディアと情報の理解力を促進させるために欧州連合、

UNESCO、Twitter が手を結んだ最近のパートナーシップは、賞賛すべきイニシアチブで、他のプラット

フォームや関係者も見習うべきである。 
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